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米国産生鮮馬鈴薯の輸入解禁に反対する意見書 

 

 現在、農林水産省に於いて、米国産生鮮馬鈴薯（生食用）の輸入解禁に向けた手続きが

進められている。 

 しかし、この方針は、本市をはじめとする国内の農業基盤と食の安全を脅かすものとし

て、到底容認できるものではない。 

 生の馬鈴薯の輸入は、国内未発生の病害虫が侵入、蔓延するリスクが極めて高い。一度

侵入を許せば、我が国を代表する馬鈴薯産地である北海道、ひいては全国の生産基盤が壊

滅的な打撃を受けることは明白である。 

また、生産資材の高騰に苦しむ国内農家に対し、安価な米国産馬鈴薯が流入すれば市場

価値の下落を招き、離農を加速させ、食料安全保障の弱体化に直面せざるを得ない。更に、

米国で流通している遺伝子組み換え作物（ＧＭ）の混入懸念や、ポストハーベスト農薬の

使用など、消費者の食の安全、安心に対する不安も拭えない。 

北海道産馬鈴薯は国内生産の約８割を占め、北海道畑作の輪作体系の重要作物である。 

農業を基幹産業とする北海道にとって、本件は生産者の死活問題であり、国民への安全

な食料供給に関わる重大な課題である。 

 

よって政府においては、地方の切実な声を厳粛に受け止め、次の事項を強く要望する。 

 

記 

 

１．米国産生鮮馬鈴薯の輸入解禁に向けた手続きを直ちに中止すること。 

 

２．病害虫の国内流入を防ぐ水際検疫、防疫体制を強化し、国内産地を確実に守る事。 

 

３．食料自給率の向上と食料安全保障の強化を最優先とする農政を推進する事。 

 

以上、地方自治法第 99条の規定により提出する。 
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